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要旨：限界耐力計算法における応答推定精度の検討を目的として，5，10，15 層 RC 純フレーム建物を対象

に応答推定および地震応答解析を行い，推定応答値の地震応答値に対する超過率を設計用安全率と見なして

比較した。はじめに，地震応答値の 1 次モード抽出を行い，スペクトル法の推定精度を確認した。次に，高

次モード応答が層，部材レベルの応答推定精度に与える影響について検討した。その結果，高次モード応答

による層間変形の超過率は 2.0 を超える層もあったが，弾性 2 次モード応答を考慮することで概ね安全側に

評価できた。また，高次モードを考慮することで部材端回転角も概ね安全側に評価できた。 

キーワード：鉄筋コンクリート，RC 純フレーム建物，性能設計，地震応答解析，高次モード応答 

 

1. はじめに 

2000 年に新たに導入された限界耐力計算は，地震時に

おける建物の応答値が，部材性能に基づく限界値を上回

らないことを検証する性能評価型設計法である。地震応

答値は，縮約 1 自由度系の等価線形化法に基づく応答ス

ペクトル解析法によって求められる。従って，各種限界

状態に対する応答値の推定精度が極めて重要であり，本

研究で対象とする鉄筋コンクリート造（以下，RC）建物

についても，応答の推定精度の向上に着目した数多くの

研究がある例えば，1)，2)。しかし，その一方で，一般的な一

次モード応答に基づく限界耐力計算で考慮すべき設計用

安全率（推定応答値の地震応答値に対する超過率）を定

量的に判断する資料は依然不十分である。 

そこで，本研究では，層数が異なる RC 建物を対象に，

限界耐力計算の応答推定精度を再検討することを目的と

する。具体的には，解析対象建物として，5 層，10 層，

15 層の建物を設定し，限界耐力計算による推定応答値と，

同計算で用いられる設計用加速度スペクトルに基づく模

擬地震動による地震応答値を比較し，その比により応答

変位の超過率（設計用安全率）を算定した。とくに高次

モード応答が層や部材レベルの応答推定精度に与える影

響に着目して検討し，一般的な限界耐力計算で考慮すべ

き設計用安全率に関する基礎的な資料を収集した。 

 

2. 解析対象建物 

 解析対象建物は，文献 3)の耐震壁付きラーメン構造の

5 層 RC 建物を基に設計した，5 層，10 層，15 層の RC

純フレーム建物である。図－１に解析対象建物の平面図，

図－２に 15 層建物の立面図を示す。ただし，本研究では

長辺方向（図－１上X方向）のみを解析対象としたため，

立面図は長辺方向のみ示す。また，設計に用いた仮定は

以下のとおりである。 

1) 保有水平耐力計算を最低限に満足する。 

（Ds=0.3，各層の保有水平耐力の余裕度≒1.0） 

2) 層重量は単位面積当たり 12kN として算出する。 

3) 梁断面は 450×850mm で統一する。ただし，基礎梁は

剛強であると仮定する。 

4) 柱断面は 5 層毎に統一し，上層から 850×850mm，

1000×1000mm，1150×1150mm とする。 

5) 柱梁耐力比を 2.0 とする（1 階柱脚を除く）。 

6) 各部材のひび割れ強度は降伏強度の 1/4，降伏点剛性

低下率は 0.25 とする。 

（図－３に復元力特性を示す） 

 表－１に上記のとおり設計した各建物の弾性時の振動

特性をまとめる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 解析対象建物 平面図 

 

表－１ 各建物の弾性時の振動特性 

項目 5 層 10 層 15 層 

弾性 1 次周期 0.39 sec 0.67 sec 0.94 sec 

弾性 2 次周期 0.12 sec 0.23 sec 0.32 sec 

弾性 1 次等価質量比 86.4 % 80.3 % 78.0 % 

弾性 1+2 次等価質量比 91.8 % 87.2 % 85.0 % 

 

 

*1 豊橋技術科学大学大学院 工学研究科建築・都市システム学専攻 (正会員) 

*2 豊橋技術科学大学 工学部建設学科 

*3 豊橋技術科学大学大学院 工学研究科建築・都市システム学系准教授・博(工) (正会員) 
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図－２ 解析対象建物（15 層） 立面図 

 

3. 限界耐力計算 

3.1 応答推定法の概要 

限界耐力計算では，対象建物を等価 1 自由度系に縮約

し，その構造性能曲線（Sa-Sd 曲線）と設計用スペクト

ルに基づく要求曲線が交わる点を代表点高さでの推定応

答値として評価する。そして，等価 1 自由度系縮約時に

行う Pushover 解析結果より，代表点高さの応答値が一致

するステップでの各層あるいは各部材の応答値を評価し，

限界値を上回らないことを検証する。 

本研究では損傷，安全限界時の加速度スペクトルに地

盤増幅率を乗じたものを設計用スペクトルとして採用し

た。なお，設定地盤は文献 3)に準拠し第二種地盤である。

表層地盤における地盤増幅率は，略算式である式(1)を用

いて算定した。また，応答推定に用いる等価粘性減衰定

数は式(2)，減衰による加速度の低減率は式(3)よりそれぞ

れ算出した 5)。図－４に応答推定イメージ（安全限界），

図－５に各層の応答推定フロー，図－６に設計用加速度

応答スペクトルと各建物の弾性 1 次固有周期（表－１）

をそれぞれ示す。 

   
1.5 0.64

1.5 /0.64 0.64 0.864
2.025 0.864

       (1) 

   0.05 1 1 √⁄                       (2) 

   1.5 1 10⁄                            (3) 

ここに， ：表層地盤における地盤増幅率， ：建築

物の固有周期， ：等価粘性減衰定数， ：構造形式に

応じた建築物の減衰特性を表わす係数(=0.2)，：塑性率，

：安全限界固有周期における振動の減衰による加速度

の低減率， ：減衰定数である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 復元力特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 応答推定イメージ（安全限界） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 各層の応答推定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ 設計用加速度応答スペクトル 
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3.2 損傷限界時および安全限界時の検証 

文献 3)の手順に基づき，2 章で設計した 3 種の建物に

対して限界耐力計算を行う。損傷限界時では必要耐力お

よび層間変形角に関しての検証を行い，安全限界時では

必要耐力のみ検証を行う。耐力の検証は図―８に示すよ

うに，推定応答時の安全限界耐力が，安全限界固有周期

から求まる必要安全限界耐力を超えることを確認する。

なお，Pushover 解析に用いる外力分布は弾塑性 1 次モー

ド比例分布とする（以下，MAP 解析 4））。建物のモデル

化方法は 4 章で後述する。表－２に損傷限界耐力の検証

結果，図－７に損傷限界時の層間変形角の検証結果，図

－８に安全限界時の耐力検証イメージ，表－３に安全限

界耐力の検証結果をそれぞれ示す。 

 

表－２ 損傷限界耐力の検証結果 

建物 5 層 10 層 15 層 

必要損傷限界耐力 Qdn (kN)  8,736 16,399 23,849

損傷限界耐力     Qd (kN) 10,126 19,439 25,307

余裕度        Qd / Qdn 1.16 1.19 1.06 

判定 OK OK OK 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 損傷限界時の層間変形角の検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－８ 安全限界時の耐力検証イメージ 

 

表－３ 安全限界耐力の検証結果 

建物 5 層 10 層 15 層 

必要安全限界耐力 Qsn (kN) 11,444 23,798 28,168

安全限界耐力     Qs (kN) 13,508 24,256 29,851

余裕度        Qs / Qsn 1.18 1.02 1.06 

判定 OK OK OK 

4. 地震応答解析 

4.1 解析方法 

解析モデルは，床を剛床，柱梁接合部を剛域と仮定し

た。柱，梁のモデル化では，曲げ特性を弾塑性バネ，せ

ん断特性および軸特性を弾性バネでモデル化した。柱，

梁の曲げバネの履歴モデルには Takeda モデルを用い，除

荷剛性の剛性低下指数は 0.4 を採用した。 

また，数値積分法は Newmark-β 法（β=1/4）を用い，

粘性減衰は瞬間剛性比例型とし，減衰定数を 5%と仮定

した。 

4.2 入力地震動 

 入力地震波は，図－６に示す限界耐力計算の安全限界

時の設計用加速度スペクトルに基づき作成した模擬地震

動 6)とした。設定マグニチュードは 8.0 である。位相特

性は，桑村らの手法 7)に基づき，式(4)で与えられる正規

分布の標準偏差をパラメータとすることでパルス的な地

震波から海洋型の地震波までを表現した。また，地震動

継続時間は式(5)より算出した。 

   
√

/

                      (4) 

   10 . .                             (5) 

ここに， 	：位相特性，	 	：標準偏差， 	：平均，	：時間，

：地震動継続時間， ：マグニチュードである。 

本解析では		 0.4	(地震動継続時間に対して 40%)と

し，標準偏差は 0.01，0.02，0.04，0.06，0.10，0.14，0.20，

0.26 の 8 種を用いた。標準偏差ごとに 3 波の加速度時刻

歴を作成し，合計 24 波の地震動で地震応答解析を行った。

図－９に標準偏差ごとの位相特性，図－１０に設計用速

度スペクトルと地震動の応答速度スペクトルの比較，図

－１１に地震波の例をそれぞれ示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－９ 位相特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１０ 設計用速度スペクトルと応答速度スペクトル 
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図－１１ 地震波例 

 

5. 解析結果 

5.1 スペクトル法による応答推定精度 

 はじめに，スペクトル法を用いた応答推定の精度検証

として，地震応答解析結果から抽出した 1 次モード応答

（正解値）4)をスペクトル法による推定値と比較した。

ただし本研究では 1 次モード応答の抽出は，固有値解析

より得た弾性 1 次の刺激係数，弾性 1 次の固有ベクトル

を用いて，以下の式(6)および式(7)で行った。図－１２に

抽出例として 10 層建物の抽出結果，図－１３に推定値と

正解値の比較結果を示す。 

建物の層数に関わりなく応答推定精度にバラツキが

見られ，スペクトル法を用いた応答推定の精度は高いと

は言えない。これは，スペクトル法が定常応答を前提と

する推定手法であるためと判断される。特に，標準偏差

が小さい地震波，つまりはパルス的な地震波において，

推定応答値が正解値を下回り，応答を危険側に評価する

傾向が確認できる。 

   
∙

∙
                    (6) 

   
∙ ∙ ∙

∙ ∙
                   (7) 

ここに， ：	 	層の質量， ：弾性 1 次の刺激係数， ：弾

性 1 次の固有ベクトルの	 	層成分， ：時刻	 	におけ

る	 	層の作用水平力， ：時刻	 	における	 	層での 1

層床位置に対する相対変位， ：	 	の 1 次モード

成分（ ∙ ∙ ）を表す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１２ 1 次モード応答抽出例 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１３ スペクトル法による応答推定精度 

 

5.2 高次モードによる各層の応答変位の超過率 

前節にも示すとおり，スペクトル法の限界は予てより

指摘されてきた例えば，2)。本稿ではこの問題は直接扱わず，

特に高次モード応答の影響について検討する。そこで，1

次モード応答としてスペクトル法による推定値ではなく

前節で抽出した 1 次モード応答の最大値（以下，正解値

と表記する）を用い，図－５に示す限界耐力計算による

フローに従って各層の層間変位を算出し（図－５の u に

正解値を用いる），地震応答解析による最大応答値と比較

する。各層の推定応答値に対する最大応答値の比を超過

率として以下の式(8)で定義する。すべての建物で高次モ

ード応答の影響を受けやすい上層部において，超過率が

大きく算定された。いずれも超過率 2.0 を超える地震応

答が局所的に記録され，最大で超過率 4.0 程度の地震応

答も観測された。 

そこで各建物の 1 次応答推定時の等価周期より，式(9)

を用いて，等価 2 次周期を算定し，代表点高さにおける

2 次モード応答，並びにこれを以下の式(10)より各層の 2

次モード応答を推定した。そして，1 次モードと同様に

推定 2 次モード応答を考慮した超過率を推定した。推定

2 次モード応答を考慮した超過率は，1 次モードの正解値

と 2 次モード推定応答値を直和した式(11)と，SRSS を適

用した式(12)で定義した。図－１４～１６に各建物の超

過率を位相特性が異なる地震動ごとに示す。ただし，各

超過率は標準偏差が等しい 3 波の最大値の包絡線である。 

直和により推定 2 次モード応答を考慮したとき，層間

変形を概ね安全側（超過率 1.0 未満）に評価することが

できた。しかし，SRSS を適用した推定 2 次モード応答

を考慮した超過率は，危険側に評価しているパターンも

多く，精度よく評価しているとは言えない。 
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ここに， ：地震応答解析による 層の超過率， ：2

次の推定等価周期， ， ：1，2 次の弾性固有周期，

：1 次応答推定時の等価周期， ：等価 2 次固有

周期（減衰定数 5%）より求めた代表点応答， ：2 次

の刺激係数， ：2 次の固有モード， ：直和によ

り推定 2 次モード応答を考慮した	 層の超過率， ：

SRSS により推定 2 次モード応答を考慮した	 層の超過率，

：地震応答解析による 	 	層の最大層間変形，

， ：	1，2 次モード応答による	 	層の推定層間

変形である。 

5.3 梁の部材端回転角の比較 

 前節では 2 次モードを考慮することにより，層間変位

が概ね安全側に評価できることを示した。本節ではさら

に部材レベルの応答について検証する。2 次モードを考

あ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

慮しない場合は，5.2 節で層間変位を求めたときと同様に，

地震応答解析から抽出した 1 次モード応答の正解値と

MAP 解析から，材端回転角を算出した。2 次モードの影

響を考慮する場合は，以下の式(13)を用いて材端回転角

の割り増しを行った。本稿では 2 次モードの考慮の有無

をパラメータとして，地震応答解析による各梁部材端の

最大回転角を，推定値と比較する。なお，本稿では 2 次

モード形より，上層部で最も 2 次モードの影響を受ける

層，下層部で最も 2 次モードの影響を受ける層，最も 2

次モード応答の影響を受けない層の 3 層のみに焦点を当

てて比較を行った。表－４に各建物の検討対象とする層

を示し，図－１７，１８にそれぞれ 2 次モードを考慮し

ない場合とする場合の地震応答解析結果と推定値を，建

物ごとに比較する。 
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図－１４ 5 層建物の超過率 

図－１５ 10 層建物の超過率 
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表－４ 検討対象の層 

 5 層建物 10 層建物 15 層建物

上層  5 層 10 層 15 層 
中層  4 層  7 層 11 層 
下層  2 層  4 層  6 層 

 

両図から，高次モードを考慮することで，上層での部

材応答を安全側に評価する傾向が得られたが，10，15 層

建物の，特に中層および下層では，部材応答を安全側に

評価しておらず，更なる検討が必要である。 

                         (13) 

ここに， ：2 次モード応答を考慮した	 	層の材端回

転角の推定値， ：地震応答解析から抽出した 1 次モ

ード応答の正解値と MAP 解析から求めた 1 次モード応

答による 	層の材端回転角の推定値， ：地震応答解

析から抽出した 1 次モード応答の正解値と MAP 解析か

ら求めた 	1 次モード応答による 	 	層の推定層間変

形,	 ：式(10)より求めた 2 次モード応答による	 	層の

推定層間変形である。 

 

6. まとめ 

 本研究では，多層 RC 純フレーム建物を対象とし，限

界耐力計算による応答推定を行い，地震応答解析結果と

比較し応答推定精度について検討した。さらに，高次モ

ード応答が層，部材レベルの応答推定精度に与える影響

について検討した。以下に得られた知見を示す。 

1) 従来の指摘通り，等価線形化法に基づくスペクトル

法による 1 次モード応答の推定誤差は比較的大きい。

その傾向はパルス的な地震波において強く現れる。 

2) 高次モード応答による層間変形の超過率（設計用安

全率）は直和で 2 次モード応答を 1 次モード応答に

累加するすることによ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

累加することにより，概ね安全側に評価できた。 

3) 式(13)に示す割増し係数より，2 次モード応答を考慮

することで，梁部材端回転角を安全側に評価できた。 
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図－１８ 2 次モードを考慮した場合の部材端回転角の比較 

図－１７ 2 次モードを考慮しない場合の部材端回転角の比較 
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